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永井博史先生御遺影



近畿大学大学院法学研究科長・法学部教授永井博史先生は，２０１８（平成

３０）年７月８日，急逝されました。行年６５歳でした。永井先生は当年２月

に体調を崩され入院生活を余儀なくされていましたが，病室にお見舞いす

ると，元気なお声で研究科の課題を私たちに説かれるとともに，学部・研

究科の授業や会議に迷惑をかけているのではないか，また代講や議事にあ

たる先生に大きな負担をかけていないかとも心配されていました。永井先

生のお力には到底及ばないものの教職員一体となって務めを果たしている

ことをご説明すると安心していただいたことを思い出しております。

永井先生は，１９５２（昭和２７）年７月に兵庫県にお生まれになり，１９７６

（昭和５１年）３月慶應義塾大学経済学部を卒業，１９７９（昭和５４）年３月に

慶應義塾大学大学院法学研究科修士課程を修了，１９８３（昭和５８）年３月に

慶應義塾大学大学院法学研究科後期博士課程を単位取得満期退学されまし

た。１９８７（昭和６２）年４月に近畿大学法学部講師に就かれた後は，同助教

授（１９９１（平成３）年）を経て，１９９９（平成１１）年４月から同教授を務め

られました。２００４（平成１６）年４月から２０１１（平成２３）年３月までの間は

近畿大学法科大学院教授に籍を移されていましたが，２０１１年４月に法学部

教授に戻られ２０１８年まで至っております。２０１０（平成２２）年１０月には近畿

大学大学院法学研究科長にも任じられ，逝去されるまでその任を全うされ

ました。

永井先生は，研究・教育・大学運営・社会貢献いずれの領域においても

優れたご功績を数多く上げられました。これらを一つ一つここで紹介する

ことは枚挙に暇なくここでは代表的なものを簡潔に紹介することに留めさ

追　悼　の　辞



せていただきます。

民事手続法・民事執行法の分野において永井先生は優れたご論攷を多く

著され，学界の発展に大きく貢献されるとともに後進の研究者にとって輝

かしい光明となって進むべき道を示されています。

法務研究科に所属されていた時期は，法科大学院起ち上げ段階から教育

課程や教育内容・方法に積極的に関与され，大学院開校以降も民事訴訟

法　に関する科目をご担当され，法曹養成の基幹を形作られました。法学

部においても民事訴訟法・民事執行法など民事手続法関係科目を担当され

たほか，ゼミナールを通じて豊かな人間性・社会性を備えた人材の育成に

力を尽くされました。また，法学部と法学研究科いずれにも所属された経

験を活かして法学部教育の改革にも取り組まれ，その成果は今日の法学部

教育課程の根柢をなしているところであります。

２０１０年からその長を務められた法学研究科は，永井先生のご尽力によっ

てこの間着実な発展を遂げてまいりました。特筆すべきは，学部生から大

学院科目を先取り履修し早期修了を可能にする特別科目等履修生の制度を

導入されたことで，今春にその最初の修了生を世に送り出すことができる

ことはまさに永井先生の努力の結晶であるといえるでしょう。

こうして永井先生の業績を振り返ると，永井先生の身体は消失したもの

のその精神は今なお私たちとともにあるように思えてなりません。永井先

生のご尽力とご功績を讃え改めて衷心敬意をここに表すとともに，今後も

永井先生のご期待に応えられるよう，法学部・法学研究科教員一丸となっ

て研究・教育に取り組み発展を持続することを誓い，追悼の辞とします。

近畿大学法学部長　　

神　田　　　宏



論　　　説

条件付起訴猶予制度の導入に向けた法的問題点の検討―序論

   ……………………………………………辻　本　典　央（　１　）

商標に対する名板貸規定の類推適用

　―商標法，不正競争防止法，商法，会社法の交錯領域―

   ……………………………………………諏訪野　　　大（　１３　）

保険金受取人変更の意思表示

　―かかる行為の性質と保険契約者の意思能力―

   ……………………………………………野　口　夕　子（　４１　）

「大阪維新の会」と議会運営

　―分割政府比較の観点から―  ………………辻　　　　　陽（　７１　）

消滅時効法における事実上の障害

　―起算点論と完成猶予論―  …………………福　田　健太郎（　１２３　）

国際裁判における科学的事実認定

　―科学的知見の可変性と予防原則の関係を中心に―

   ……………………………………………西　谷　　　斉（　１６１　）

［Cheat on NP］の概念研究

　―認知言語学的アプローチ―  ………………森　山　智　浩（　１９１　）

日本再軍備の起源：

　米国政府内における検討の開始と頓挫，１９４６年～１９４９年

   ……………………………………………吉　田　真　吾（　２３９　）

ドイツ普通法における条件付命令訴訟

　―督促手続の前身として視点から―  ………小　池　和　彦（　２７９　）
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法人の代表者の地位に関する紛争と当事者適格

   ……………………………………………河　村　好　彦（　２９３　）

随　　　想

永井先生への感謝  ……………………………………土　屋　孝　次（　３１５　）

永井先生の想い出  ……………………………………大　濱　しのぶ（　３１９　）

永井博史先生の突然のご逝去を悼む  ………………越　山　和　広（　３２１　）

遠くて近い存在  ………………………………………中　路　喜　之（　３２７　）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

近畿大学法学投稿規程



永井博史教授略年譜・主要業績目録

１９５２年７月 兵庫県に生まれる

学　歴

１９７１年３月 兵庫県立長田高等学校卒業

１９７６年３月 慶應義塾大学経済学部卒業

１９７９年３月 慶應義塾大学大学院法学研究科修士課程修了

  法学修士（慶應義塾大学）

１９８３年３月 慶應義塾大学大学院法学研究科後期博士課程単位取得満期

退学

職　歴

１９７６年４月１日 バンドー化学株式会社（１９７６年９月３０日まで）

１９８０年１２月１日 ザール州立大学（西ドイツ）法経学部助手（１９８１年８

月３１日まで）

１９８１年１０月１日 立正大学経済学部非常勤講師（１９８２年３月３１日まで）

   清泉女子大学非常勤講師（１９８２年３月３１日まで）

１９８２年４月１日 調布女子短期大学非常勤講師（１９８３年３月３１日まで）

   杉野女子大学非常勤講師（１９８７年３月３１日まで）

１９８３年４月１日 市立大月短期大学専任講師（１９８７年３月３１日まで）

１９８７年４月１日 近畿大学法学部講師（１９９１年３月３１日まで）

１９９１年４月１日 近畿大学法学部助教授（１９９９年３月３１日まで）

１９９９年４月１日 近畿大学法学部教授（２００４年３月３１日まで）

２００２年１０月１日 近畿大学法学部経営法学科長（２００３年３月３１日まで）

２００３年４月１日 近畿大学法学部法律学科長（２００３年９月３０日まで）

２００４年４月１日 近畿大学法科大学院教授（２０１１年３月３１日まで）

２００８年４月１日 近畿大学法科大学院長補佐（２０１０年３月３１日まで）

２０１０年４月１日 近畿大学学生部長補佐（２０１０年９月３０日まで）
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２０１０年１０月１日 近畿大学大学院法学研究科長

２０１１年４月１日 近畿大学法学部教授

２０１８年７月８日 逝去

所属学会

日本民事訴訟法学会（２０１３年５月～２０１６年５月：同理事），日本私法学

会，日本法哲学会，比較法学会，公証法学会，金融法学会

主要業績

〔著　書〕

１９８５年

　　８月 石川明＝梶村太市編『民事調停法』（青林書院）

 「調停規範『条理』」（３３�３４頁）執筆

１９８７年

　　１月 森泉章編『現代企業取引法講座２ リース・賃貸借』（六法出

版社）

 「契約関係の画一性・集団性・附合契約性」（１７７�１８３頁），「不

動産への居住を目的とする賃貸借・営業を目的とする賃貸借」

（１８３�１８６頁）執筆

１９８８年

　　５月 小室直人編『民事執行法講義』（法律文化社）

 「８２　仮処分の必要」～「８５ 仮処分の取消し」（１８０�１８５頁），

「８６　処分禁止の仮処分の効力」～「８８　矛盾する仮処分の効

力」（１８８�１９４頁）執筆

　　７月 三ケ月章＝青山善充編『民事訴訟法の争点〔新版〕（ジュリ

スト増刊）』（有斐閣）
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 「訴訟行為と私法法規」（２１６�２１７頁）執筆

１９９１年

　　５月 小室直人編『民事執行法講義〔改訂版〕』（法律文化社）

 「７８　断行仮処分」（１８３�１８４頁），「８７　仮処分の必要性」（１９７

頁），「８８　地位保全の仮処分の問題点」（１９８�１９９頁），「９０　特

別事情による仮処分の取消し（民保３９条）」（２０２頁），「９２　処

分禁止仮処分の効力」（２０８�２１０頁），「９５　矛盾する仮処分の

効力」（２１４�２１５頁）執筆

１９９４年

　　２月 木川統太郎＝中村英郎編『民事訴訟法』（青林書院）

 「第１０章　訴訟の終了�」（２７５�２８６頁）執筆

１９９５年

　　５月 内田武吉編『民事執行・保全法要説』（成文堂）

 「第６章　動産執行」（１０７�１２２頁）執筆

　　６月 ゲルハルト・リュケ教授退官記念『民事手続法の改革』（信

山社）

 「人事訴訟手続法１４条の『婚姻ヲ維持スル為メ』の意味をめ

ぐって」（２４０�２６５頁）執筆

１９９６年

　　１２月 高木新二郎『破産・和議の基礎知識』（青林書院）

 「賃貸借契約と破産」（１７５�１７８頁）執筆

１９９７年

　　９月 石川明編『はじめて学ぶ新民事訴訟法』（三嶺書房）

　

─　　─３３１



 「第４章　訴訟要件」（５７�７０頁），「第１３章　訴訟行為」（１８３�１９６

頁），「第２１章　請求の複数」（２９６�３０８頁）執筆

１９９８年

　　４月 木川統太郎＝中村英郎編『民事訴訟法〔新版〕』（青林書院）

 「第１０章　訴訟の終了�」（３１１�３２４頁）執筆

　　６月 鈴木重勝＝上田徹一郎編『基本問題セミナー 民事訴訟法』

（一粒社）

 「適時提出主義」（１９２�２０１頁）執筆

　　９月 青山善充＝伊藤眞編『民事訴訟法の争点（第３版）ジュリス

ト（増刊）』（有斐閣）

 「訴訟行為と私法法規」（１７２�１７３頁）執筆

　　１０月 小室直人編『民事執行法講義〔２訂版〕』（法律文化社）

 「７８　断行仮処分」（１８３�１８４頁），「８７　仮処分の必要性」（１９７

頁），「８８　地位保全の仮処分の問題点」（１９８�１９９頁），「９０　特

別事情による仮処分の取消し〔民保３９条〕」（２０２頁），「９２　処

分禁止仮処分の効力」（２０８�２１０頁），「９５　矛盾する仮処分の

効力」（２１４�２１５頁）執筆

１９９９年

　　４月 石川明編『はじめて学ぶ新民事訴訟法〔第２版〕』（三嶺書房）

 「第４章　訴訟要件」（５７�７０頁），「第１３章　訴訟行為」（１８３�１９６

頁），「第２１章　請求の複数」（２９６�３０８頁）執筆

　　 内田武吉編『民事執行・保全法要説〔第２版〕』（成文堂）

 「第６章　動産執行」（１１５�１３０頁）執筆
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２００２年

　　４月 石川明編『はじめて学ぶ新民事訴訟法〔第３版〕』（三嶺書房）

 「第４章　訴訟要件」（５７�７０頁），「第１３章　訴訟行為」（１８３�１９６

頁），「第２１章　請求の複数」（２９６�３０８頁）執筆

２００３年

　　６月 石川明＝三上威彦編『破産法・民事再生法』（青林書院）

 第Ⅰ編「第８章　破産財団の減少」（２０３�２３８頁）執筆

２００５年

　　４月 石川明＝永井博史＝皆川治廣編『プライマリー法学憲法』（不

磨書房）

 「第２章　法の理念」（７�１２頁），「第２３章　信教の自由」（２１０�

２１５頁）執筆

　　５月 石川明編『みぢかな民事訴訟法〔第３版〕』（不磨書房）

 「第１３章 複雑訴訟」（１７９�１９９頁）執筆

２００６年

　　８月 石川明編『みぢかな民事訴訟法〔第４版〕』（不磨書房）

 「第１３章　複雑訴訟」（１７９�１９９頁）執筆

２００７年

　　３月 平岡建樹＝永井博史＝波多野雅子『ベーシック民事訴訟法：

重要判例から学ぶ』（法律文化社）

 「第１章　総論」（§２～§４，１０�１７頁），「第２章　訴訟の主体」

（１８�４５頁），「第３章　訴訟の開始」（４６�８８頁），「第７章　上訴

と再審」（２７７�３００頁）執筆

　

─　　─３３３



２００８年

　　１２月 慶應義塾創立１５０年記念法学部論文集『慶應の法律学　民事

手続法』（慶應義塾大学法学部）

 「債務不存在確認訴訟の係属中になす給付命令のみを求める

反訴―重複起訴の禁止についての一考察―」（１３１�１５６頁）執

筆

２００９年

　　１２月 李 群 『中日民商法律制度比 研究』（學林出版社）

 「日本の民事訴訟における審理の充実と促進に関する方策」

（３８４�３９１頁）執筆

２０１０年

　　１月 石川明＝永井博史＝皆川治廣編『プライマリー法学憲法〔第

２版〕』（不磨書房）

 「第２章　法の理念」（７�１３頁），「第８章　所有権」（７１�７８頁），

「第２３章　信教の自由」（２２５�２３１頁）執筆

　　４月 中川淳編『法と現代社会』（世界思想社）

 「第１４章　裁判制度」（２０４�２２４頁）執筆

２０１２年

　　９月 池田辰夫編『アクチュアル民事訴訟法』（法律文化社）

 第６章「Ｖ　当事者の訴訟行為」（１０３�１０９頁）執筆

２０１３年

　　５月 新堂幸司監修，高橋宏志＝加藤新太郎編『実務民事訴訟講座

〔第３期〕第３巻　民事訴訟の審理・裁判』（日本評論社）

 「第９章　訴訟上の和解とその効力」（４３９�４６０頁）執筆

近畿大学法学　第６６巻第３・４号

─　　─３３４



２０１４年

　　３月 栂善夫先生・遠藤賢治先生古稀祝賀『民事手続における法と

実践』（成文堂）

 「口頭弁論終結後の承継人についての素描―承継人に対する

『確定判決の効力』の及び方―」（６１３�６３７頁）執筆

〔論　文〕

１９７８年

　　２月 「自然法論争�―H・A・ロンメンを中心として」経済学季報

（立正大学）２７巻３・４合併号９３�１１８頁（共著者：原秀男）

１９８０年

　　３月 「自然法論争�―H・A・ロンメンを中心として」経済学季報

（立正大学） ２９巻３・４合併号１�３３頁（共著者：原秀男）

　　１０月 「ロンメンをめぐる自然法論」法哲学年報１９７９年度（日本の

法哲学Ⅱ）１８４�１９１頁

１９８３年

発行月不明 The Role of Conciliation as a Means of Dispute Solution 

Evading Litigation, Keio Law Review No.３, pp.３７�４９（co-

author：Akira Ishikawa）

１９８５年

　　５月 「西ドイツにおける公証人の教示義務」公証法学１４号８７�１１５

頁

１９８７年

　　３月 「訴訟を回避し紛争を解決する手段としての調停の役割」大
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月短大論集１８号（石川正一学長退任記念論集）２８１�２９２頁」

（「Akira ISHIKAWA and Hirofumi NAGAI, The Role of Concilia-

tion as Means of Dispute Solution Evading Litigation, Keio Law 

Review No.３（１９８３）の翻訳とでもいうべきもの」との付記あり）

　　１０月 「準備書面に不記載の効果―訴訟行為の瑕疵とその治癒―」

近大法学３５巻１・２号（故小野村資文教授追悼号）２１３�２４２

頁

１９８８年

　　２月 「民事訴訟における方式厳格性とその緩和―訴訟行為の瑕疵

とその治癒―」民事訴訟雑誌３４号１９７�２０８頁

１９８９年

　　３月 「民事訴訟法２１８条２項の解釈―訴訟行為の瑕疵とその治癒―」

近大法学３６巻２号９３�１４２頁

１９９１年

　　３月 「現行民事訴訟法における瑕疵の治癒を定める諸規定に関す

る一試論―『訴訟行為の瑕疵とその治癒』についての序説―」

近畿大学法学３８巻１～４合併号（近畿大学創立６５周年記念論

文集）１８５�２１５頁

１９９２年

　　７月 「『民事訴訟手続に関する検討事項』に対する意見書」近畿大

学法学４０巻１号１４９�２４３頁（共著者：若林安雄，山本正樹，

西鳥羽和明，井上靖雄，小川雄介）
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１９９４年

　　９月 「人事訴訟における請求の放棄の許容性」近畿大学法学４２巻

１号２５�５０頁

１９９８年

　　１月 「弁論終結後とくに評議終了後の和解の勧試と心証の開示」

近畿大学法学４５巻２号５７�７８頁

　　３月 「民事訴訟における武器平等―当事者尋問に関連して―」近

畿大学法学４５巻３・４号（若林安雄教授退任記念号）８３�１０４

頁

　　１０月 「裁判官忌避の制度瞥見―裁判官忌避の制度は飾りものか―」

近畿大学法学４６巻１号１�２７頁

　　１２月 「釈明処分としての『当事者聴取』の証拠機能」近畿大学法

学４６巻２・３号（故大原栄一教授追悼号）５７�８７頁

２００３年

　　４月 「釈明処分における当事者聴取」経営実務法研究５号４１�６３頁

２００６年

　　３月 「当事者尋問および当事者聴取における自白の成否」近畿大

学法科大学院論集２号６５�１０３頁

２００７年

　　４月 「民事訴訟における準自白について―間接事実の自白の拘束

力―」経営実務法研究９号９９�１１６頁
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２０１０年

　　１２月 「訴訟上の和解の効力論序説�」近畿大学法学５８巻２・３号

（近畿大学法学部創立６０周年記念号）７９�９８頁

〔判例評釈〕

１９７８年

　　１２月 「〔最高裁民訴事例研究１６０〕上告提起の特別委任を受けた訴

訟代理人がある場合と当時者の死亡による訴訟手続中断の有

無（最判昭和２３年１２月２４日民集２巻１４号５００頁）法学研究５１

巻１２号７９�８２頁（共著者：石川明）

１９８２年

　　３月 「控訴審における当事者の提出の失権― GG３条１項・１０３条

１項，ZPO ５２８条３項　BVerfG, Beschluß v. 7. 10. 1980―1 BvL 

50, 89/79, 1 BvR 240/79（Ergangen auf Vorlagebeschluß des OLG Düseeel-

dorf und des Kiel）（ドイツ民事訴訟関係新判例紹介３７）」判例タ

イムズ４５９号４６�４７頁

　　８月 「〔最高裁民訴事例研究２００〕嫡出親子関係不存在確認の訴に

おける父子関係と母子関係との合一確定の要否（最判昭和５６

年６月１６日民集３５巻４号７９１頁）」法学研究５５巻８号１１５�１１９

頁

　　９月 「組合類似の性質を有する頼母子講と公正証書作成嘱託の許

否・公正証書の本文中と嘱託人の表示欄とにおける債権者の

各表示の間に齟齬がないとされた事例　昭和５６年１月３０日第

２小法廷判決（昭和５４（オ）５２５号請求異議事件）―上告棄

却」公証法学１１号４１�４７頁
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１９９０年

　　２月 「借地人の破産による解約の申入れと正当事由（最高裁昭和

４８年１０月３０日第三小法廷判決）」新堂幸司ほか編『新倒産判

例百選』１６６�１６７頁（有斐閣）

１９９２年

　　１月 「除斥事由─前審への『関与』（最高裁昭和３９年１０月１３日第三

小法廷判決）」新堂幸司ほか編『民事訴訟法判例百選Ⅰ』７２�

７３頁（有斐閣）

１９９４年

　　８月 「離婚請求訴訟における請求の放棄の許否―最高裁平成６年

２月１０日第一小法廷判決（時の判例）」法学教室１６７号１２０�１２１

頁

１９９８年

　　２月 「除斥事由―前審への『関与』（最高裁昭和３９年１０月１３日第三

小法廷判決）」新堂幸司ほか編『民事訴訟法判例百選Ⅰ〔新

法対応補正版〕７２�７３頁（有斐閣）

　　１２月 「懲罰的損害賠償を命じた外国判決のわが国における承認・執

行の可否―萬世工業事件上告審判決―」大阪経済法科大学法

学論集４２号（故及川伸教授追悼記念号）２０９�２２８頁

２００３年

　　１２月 「除斥事由―前審への『関与』（最高裁昭和３９年１０月１３日第三

小法廷判決）」伊藤眞ほか編『民事訴訟法判例百選〔第３版〕』

１８�１９頁（有斐閣）
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２００５年

　　２月 「既にされている認知の無効の訴えと新たな認知の訴えを併

合して審理することの可否（積極）（東京高裁平成１３年７月

３１日判決）」私法判例リマークス３０号（平成１６年度判例評論）

１０２�１０５頁

２０１０年

　　１０月 「境界確定の訴え（最高裁昭和４３年２月２２日第一小法廷判決）」

高橋宏志ほか編『民事訴訟法判例百選〔第４版〕』７６�７７頁

（有斐閣）

２０１５年

　　１１月 「境界確定の訴え（最高裁昭和４３年２月２２日第一小法廷判決）」

高橋宏志ほか編『民事訴訟法判例百選〔第５版〕』７６�７７頁

（有斐閣）

〔翻　訳〕

１９８０年

　　６月 W. K. ゲック（栗田陸雄，永井博史訳）「国際法の秘密条約と

憲法」法学研究５３巻６号６９�９４頁

１９８１年

　　１１月 ゲルハルト・リュケ（永井博史訳）「民事訴訟における時機

に後れた提出の却下」法学研究５４巻 １１号１０３�１１３頁

１９８６年

　　５月 Wilhelm Karl Geck（永井博史訳）「憲法裁判所における少数

意見が裁判所の権威および裁判所の裁判に及ぼす影響」判例

タイムズ５８８号３４�４５頁
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１９９０年

　　４月 ゲルハルト・リュケ（永井博史訳）「複合的裁判権制度をめ

ぐる典型的な諸問題」法学研究６３巻４号６９�８６頁

〔その他〕

１９８６年

　　７月 『図解による法律用語辞典』（自由国民社）

 「民事訴訟法編」共著執筆（最新は補訂４版追補〔２０１３年〕）

１９９４年

　　１月 「雇傭（労働）契約」判例タイムズ８３０号（破産・和議の実務

と理論）２４１�２４２頁

１９９６年

　　８月 「少額訴訟（特集民事訴訟法改正）」法学教室１９２号３７�３８頁

２０００年

　　２月 「手形変造と証明責任（特集 民事訴訟法における商法的論点）」

法学教室２３４号１７�２０頁

２００６年

　　１２月 「法科大学院 REPORT 近畿大学〈INTERVIEW〉近畿大学

法科大学院長鈴木茂嗣教授，近畿大学法科大学院教務委員長

永井博史教授にきく」ロースクール研究４号８９�９８頁

　その他，研究報告等多数
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Articles

Zum Rechtsproblem von der Einstellung des Verfahrens 

　bei Erfü llung von Auflagen und Weisungen

　　　　  ………………………………………………………Norio Tsujimoto

A Study on the Scope of Application of the Commercial Code 

　Article １５ and the Companies Act Article ９ to Trademark

　　　　  ……………………………………………………………Oki Suwano

A Study on an Intent Ability of a Policyholder at

　the Time of a Change of a Beneficiary: 

　How Much Ability Is Necessary for a Policyholder

　When a Policyholder Changes a Beneficiary　?

　　　　  …………………………………………………………Yuko Noguchi

Osaka Ishin no Kai and Divided Governments in Osaka

　　　　  ……………………………………………………………Akira Tsuji

La prescription extinctive et l’obstacle de fait  …………Kentaro Fukuta

Scientific Fact-Finding and Precautionary Principle 

　before International Courts and Tribunals  …………Hitoshi Nishitani

A Cognitive Approach to the Concept of［Cheat on NP］

　　　　  …………………………………………………Tomohiro Moriyama

The Origins of Japanese Rearmament:

　The Beginning and Suspension of Examination 

　in the U.S. Government, １９４６�１９４９

　　　　  ………………………………………………………Shingo Yoshida

 



Das bedingte Mandatsproze  des gemeinen deutschen Rechts

　―Aus dem Gesichtspunkt als Vorlä ufer des Mahnverfahrens―

　　　　  ………………………………………………………Kazuhiko Koike

Der Proze  ü ber den Vertreter der juristischen Person 

　und die Proze fü hrungsbefugnis  ………………Yoshihiko Kawamura

Essays

My Memory of Professor Hirofumi NAGAI  ……Takatsugu Tsuchiya

My memories of Professor Nagai  ………………………Shinobu Ohama

A memorial writing for Professor Hirofumi Nagai

　　　　　  ………………………………………………Kazuhiro Koshiyama

He was a Presence so close, yet so august

　　　　  ……………………………………………………Yoshiyuki Nakaji
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近畿大学法学投稿規程

第１条　近畿大学法学は，近畿大学法学部および法学研究科における研究

または教育の成果を発表する研究紀要である。

第２条　近畿大学法学は年４回発行する。ただし，特別の事情がある場合

は，この限りでない。

第３条　投稿原稿は，未発表のものに限る。ただし，口頭発表の原稿は，

この限りでない。

第４条　投稿原稿の種別は，論説，研究ノート，判例研究・事例研究，翻

訳，書評，資料およびその他編集委員会が適当と認めたものとす

る。

第５条　投稿原稿の掲載の可否は，編集委員会が決定する。

第６条　近畿大学法学に投稿できる者は，以下の各号に掲げる者とする。

１　本学法学部または本学大学院法学研究科の授業を担当する教員。

２　本学大学院法学研究科博士後期課程に在籍する者。ただし，指導教

員の推薦および全体会議の承認を必要とする。

３　編集委員会が妥当であると判断し，全体会議で承認された者。

第７条　近畿大学法学に掲載される原稿の著作権は，著作者に帰属する。

ただし，著作者は，当該原稿に係る複製権，公衆送信権および譲

渡権の許諾を近畿大学法学会に与えるものとする。また，著作者

は，近畿大学法学会が当該原稿の電子化・公開を委託する機関に

対して，公衆送信権および複製権の許諾を与えるものとする。

第８条　近畿大学法学の編集は，編集委員会が担当する。編集に関わる事

項については，上記投稿規程を踏まえ，編集委員会が別に定める。

　附則　本規程は，２０１５年４月１日から施行する。

　投稿・編集に関する問い合わせ先：editor@jus.kindai.ac.jp（編集委員

会宛て）
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